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１ ごみ処理基本計画  

 

第１章 計画策定の考え方  

１ 計画策定の趣旨  

福岡市では，2011年（平成23年）12月に「新循環のまち・ふくおか基本計画

（第４次福岡市一般廃棄物処理基本計画）」（以下「前計画」といいます。）を策

定し，「元気が持続する循環のまち・ふくおか」をテーマに市民・事業者の自主

的・自発的な取組みを行政が支援することにより，環境保全と都市の発展を踏ま

えた「福岡式循環型社会システムの構築1」を推進してきました。 

前計画の策定から 10 年が経過する中，福岡市では人口が前計画の想定を上回

って増加しており，好調な経済状況を背景に事業所数も増加しています。 

また，2015年（平成27年）の「持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）2」の採択以

降，環境行政を取り巻く国内外の状況は大きく変化しており，プラスチックごみ

や食品ロスなど新たな課題への対応が求められています。 

さらに，2019年（令和元年）に発生した新型コロナウイルス感染症によって，

これまで以上に安定的な廃棄物処理も求められています。 

「第５次福岡市一般廃棄物処理基本計画」は，これらの状況や新たな課題に対

応するとともに，「福岡式循環型社会システムの構築」をより一層推進すること

を目的に策定するものです。 

 

２ 計画の位置付け  

  本計画は廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45 年法律第 137 号。以下

「廃棄物処理法」といいます。）第６条第１項に基づく一般廃棄物処理計画であ

るとともに，環境基本法（平成５年法律第 91 号）や循環型社会形成推進基本法

（平成 12 年法律第 110 号）の理念を踏まえて，長期的かつ総合的な視点で循環

型社会の形成を推進する計画です。 

また，食品ロスの削減の推進に関する法律（令和元年法律第 19 号。以下「食

品ロス削減推進法」といいます。）第13条第１項に基づく市町村食品ロス削減推

進計画及びプラスチック資源循環戦略（令和元年５月 31 日閣議決定）の趣旨を

踏まえたプラスチック削減推進計画としての機能も有するとともに，「福岡市環

境基本計画」の部門別計画として，「資源を活かす循環のまちづくり」を推進す

るための方針及び施策を定めるものです。 

 

                                                       
1 福岡式循環型社会システム：ごみ問題を市民・事業者が自らの問題と捉え，市民・事業者・行政

などの適切な役割分担のもとに，市民一人ひとりや各事業者の活力を活かし，自主性と自発性を尊

重し，循環型社会を構築していくという考え方。 
2 持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）：2015年（平成27年）９月の国連サミットにて全会一致で採択

された国際社会全体の開発目標（17の目標，169のターゲット）。2030年（令和12年）までの15

年間で「誰一人取り残さない社会」の実現を目指し，経済・社会・環境をめぐる広範な問題に取り

組むこととされている。 
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図表１ 循環型社会形成推進のための法体系及び計画の位置付け 
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【福岡市環境基本計画に基づく分野別計画・指針等】 

○福岡市一般廃棄物処理基本計画 ○福岡市地球温暖化対策実行計画 

○福岡市環境・エネルギー戦略  ○生物多様性ふくおか戦略 

○博多湾環境保全計画      ○福岡市環境配慮指針 

○アイランドシティ環境配慮指針 ○福岡市環境教育・学習計画 

福岡市環境基本条例 

【超長期的指針】 

福岡市新世代環境都市ビジョン 
福岡市環境基本計画 

プラスチック資源循環戦略 
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第２章 ごみ処理等の現状  

１ 前計画の振り返り  

⑴ 前計画の概要 

 ① 計画の位置付け 

  〇 廃棄物処理法第６条第１項の規定に基づく法定計画であり，環境基本 

法などの関係法令の理念を踏まえ，長期的・総合的な視点で循環型社会の 

構築を推進する計画。 

〇 福岡市環境基本計画の部門別計画として，廃棄物の適正処理及び資源の 

循環的利用を市民・事業者と共働して推進していくための方針及び施策を 

定めたもの。 

  ② 計画期間 

    2012 年度（平成24年度）～2025年度（令和７年度） 

※基準年度：2009年度（平成21年度） 

  ③ テーマ・基本方針 

   〇テーマ：「元気が持続する循環のまち・ふくおか」 

         市民・事業者の自主的・自発的な取組みを行政が支援することによ

り，環境保全と都市の発展を踏まえた「福岡式循環型社会システムの

構築」を推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

   〇基本方針： 

     方針① 循環型社会づくりのさらなる推進 

     方針② 処理の優先順位に基づく適正処理の推進 

     方針③ 持続可能な社会の実現に向けた施策の推進 

 

  ④ 数値目標・取組指標 

   〇数値目標：ごみ処理量 11万トン削減 

         ごみのリサイクル率 10ポイント向上 

   〇取組指標：①３Ｒ率 

         ②３Ｒの実践度 

         ③有害廃棄物等適正処理の実践状況 

         ④家庭ごみの容積 

         ⑤埋立処分量 

         ⑥温室効果ガス排出量 

「福岡式循環型社会システム」のイメージ 
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 ⑵ 実績 

  ① ごみ処理のフロー 

   福岡市におけるごみ処理の流れは図表２のとおりです。 

図表２ 福岡市におけるごみ処理のフロー 

 

 

 

 

 

 

 

② ごみ処理量3の推移 

○ 家庭ごみについては，市民の３Ｒへの取組みやライフスタイルの変化な

どにより，市民１人１日あたりのごみ処理量は基準年次と比較して36g減

少しましたが，人口の増加により処理量全体は，微増傾向にあります。 

○ 事業系ごみについては，経済状況の好転により，事業所数は増えている

中，事業者への指導・啓発などの取組みにより横ばいで推移していました

が，令和元年度に実施した産業廃棄物等の搬入規制により，令和元年度の

ごみ処理量は，基準年次と比較して約２万１千トン減少しています。 

○ その結果，ごみ処理量全体は，ほぼ横ばいで推移しています。 

 

図表３ ごみ処理量と人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（参考）市民１人１日あたりのごみ処理量（家庭ごみ原単位） 

 

                                                       
3 ごみ処理量：ごみ排出量のうち，資源物や地震や水害などによる災害廃棄物等を除いた量。 

R1

501515家庭ごみ原単位 537 526

H26年度 H21 H22 H23 H24 H25

528 526 523 517

（g/人・日）

R２

501

R７

491

H29

500

H28

503

H30

499

H27

(⽬標値) 

586,483ﾄﾝ

家庭ごみ

303,327ﾄﾝ

事業系ごみ

272,896ﾄﾝ

公共系ごみ　    

3,511ﾄﾝ

市外搬入ごみ

6,749ﾄﾝ

※　数値：2019年度（令和元年度）実績

焼却処理施設（４工場）
530,503ﾄﾝ

埋立処分
110,858ﾄﾝ

資源化センター（東部・西部）
破砕選別処理施設

 28,604ﾄﾝ

空きびん・ペットボトル
選別処理施設（東部・西部）

  11,245ﾄﾝ

民間リサイクル業者
 16,270ﾄﾝ

市内発生ごみの収集搬入量
可燃性ごみ

不燃性ごみ

空きびん・
ペットボトル

白色トレイ・
蛍光管等

焼却灰

破砕不燃物

鉄・

アルミ

空きびん・ペットボトル

粗大ごみ

破砕可燃物

不燃性残さ

可燃性残さ
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③ ごみのリサイクル率4の推移 

○ 家庭ごみのリサイクル量は減少傾向ですが，主な要因は新聞の回収量の

減少であり，新聞の発行部数が影響しているものと考えられます。 

  ○ 事業系ごみのリサイクル量は，事業者への指導・啓発の取組みや古紙の 

   資源化ルートの確立などにより，増加傾向です。 

  〇 ごみのリサイクル率は31％となっており，基準年次の2009年度（平成 

21年度）と比較して，2.6ポイント増加しています。 

 

図表４ ごみのリサイクル量と率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ④ ３Ｒ率5（ごみの発生量に対する３Ｒが実践された比率） 

 

図表５ ３Ｒ率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                       
4 ごみのリサイクル率：リサイクル量をごみ処理量とリサイクル量の合計で除した割合。 
5 ３Ｒ率：３Ｒ量（発生抑制・再使用量とリサイクル量の合計）をごみ処理量と３Ｒ量の合計で除

した割合。 
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⑤ ３Ｒの実践度 

  ○ ごみ減量・リサイクルへの関心度は高い水準で推移しており，３Ｒの認

知度は向上していますが，３Ｒの実践度は向上の余地があることから，よ

り市民の実践につながるような広報・啓発に取り組む必要があります。 

 

図表６ 市民意識調査の結果 

 

○ごみ減量・リサイクルへの関心度 

 基準年次 

2009年度 
2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 

関心度 90.9% 91.4% 93.3% 90.5% 90.7% 93.2% 

 

〇３Ｒの認知度 

 基準年次

2009年度 
2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 

３
Ｒ 

２
Ｒ 

リデュース 38.2% 58.7% 62.8% 61.7% 57.6% 70.1% 

リユース 49.8% 64.2% 65.7% 65.9% 65.7% 72.4% 

リサイクル 89.1% 94.5% 92.2% 92.7% 91.8% 93.2% 

 

○３Ｒの実践状況 

実践項目 

実践率 

基準年次 

2009年度 
2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 

リ
デ
ュ
ー
ス 

レジ袋辞退 63.3% 76.5% 75.3% 68.4% 68.5% 79.2% 

詰替商品の購入 58.8% 81.3% 82.5% 78.0% 79.0% 78.3% 

生ごみの削減 53.1% 56.3% 59.7% 58.2% 54.4% 58.9% 

計画的な購入 46.1% 46.8% 37.9% 40.7% 40.6% 44.3% 

リ
ユ
ー
ス 

フリーマーケ
ット等の活用 

34.9% 

（H24） 
34.3% 35.3% 40.3% 34.8% 35.1% 

リ
サ
イ
ク
ル 

集団回収の利

用 
65.6% － 68.0% 62.8% 60.0% 64.5% 

古紙回収ボッ
クスの利用 34.9% － 30.3% 29.7% 23.8% 23.2% 

   出典：「福岡市ごみ減量・リサイクルに関する意識調査」（2009年度），「市政アンケート調査」（2015-2019年度） 
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⑥ 有害廃棄物等適正処理の実践状況 

 〇 蛍光管及び乾電池の回収は，2015年度から家電量販店で回収を開始し 

たことによって，回収量が増加傾向となっています。 

 〇 水銀体温計などの水銀添加廃棄物の回収は，2016年度に環境省のモデ 

ル事業として福岡市薬剤師会の会員薬局約700か所に回収ボックスを設 

置，2017年度からは区役所・市民センターなどを加えて強化しています。 

 

図表７ 区役所等の回収拠点での回収量 

 2009年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 

蛍光管・乾電

池の量(ﾄﾝ) 
1 10 23 28 43 47 

水銀体温計

等(kg) 
－ － 163 125 181 132 

 

 

⑦ 家庭ごみの容量 

 〇 家庭用可燃ごみ袋の販売実績によると，大袋の割合が毎年度確実に減少 

しており，2009年度の構成比と比較すると，大袋が10.0ポイントの減少， 

中袋は 6.4 ポイントの増加，小袋は 3.6 ポイントの増加となっています。 

 

 

図表８ 家庭用可燃ごみ袋の販売実績の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

68.1% 66.9% 65.9% 64.4% 63.3% 61.9% 60.9% 59.8% 59.3% 58.9% 58.1%

23.5% 24.4% 25.0% 26.1% 26.8% 27.7% 28.2% 28.9% 29.2% 29.6% 29.9%

8.4% 8.8% 9.1% 9.6% 9.8% 10.5% 10.9% 11.3% 11.5% 11.5% 12.0%
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10%

20%

30%

40%

50%

60%
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100%

2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度
基準年次

小(15ℓ)

中(30ℓ)

大(45ℓ)
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⑧ 埋立処分量の推移 

  ○ 埋立処分量は，ごみ処理量と同様にほぼ横ばいで推移しています。 

 

 

図表９ 埋立処分量の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑨ 温室効果ガス排出量 

   ○ 廃棄物発電量は横ばいで推移しており，安定的な発電を維持しています。 

   ○ ＣＯ２排出削減量は基準年次と比較して，増加しています。 

 

図表10 廃棄物発電によるＣＯ２排出削減量の推移 

                       (単位 上段：トン，下段：MWh) 

 2009年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 

CO２削減量 89,676  148,710  131,910 129,676 126,154 88,752 94,439 

発電電力量 239,775 248,680 249,831 268,481 272,472 255,771 272,160 

・ＣＯ２排出削減量は各年度に環境省から発表される九州電力㈱のＣＯ２排出係数を発電電力量に乗じて算出

するため，発電電力量と比例しない。 

・発電電力量は４工場で発電した電力量のうち，福岡市内で発生したごみの割合に相当する電力量である。 

 

 

 

 

残余容量(令和２年 3 月末現在) 

＝約 321 万７千トン   

※福岡都市圏南部最終処分場除く 
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２ 課題  

 ⑴ ごみ処理における課題 

  ① 家庭ごみ 

   ア 古紙（図表11～13参照） 

〇 家庭ごみに含まれる資源化可能な古紙は約 4.4 万トンでその約９割が

雑がみとなっています。 

〇 雑がみの排出方法については，約６割の市民が「ごみとして排出して

いる」と回答しており，年齢が上がるほど，古紙をごみとして排出する

割合が高くなっています。 

〇 段ボールについては，20代，30代の市民がごみとして排出する割合が

高くなっています。 

〇 そのため，「雑がみ」回収の認知度向上や若者世代における段ボールを

含めた古紙の資源化に対する意識の向上が必要となります。 

 

図表11 家庭系可燃ごみの組成（2019年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 12 雑がみの排出方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   出典：「福岡市ごみ減量・リサイクルに関する市民意識調査」（2019年度） 

割合 重量
新聞 10.4% 0.5万トン
段ボール 4.9% 0.2万トン
雑誌・広告 30.5% 1.3万トン 約9割が雑がみ
その他 54.3% 2.4万トン資源化可能な古紙

4.4万ﾄﾝ

資源化困難な古紙

4.6万ﾄﾝ

プラスチック類

5.8万ﾄﾝ

食品廃棄物

8.1万ﾄﾝ

繊維類

2.1万ﾄﾝ

木片わら類

1.6万ﾄﾝ

その他

0.3万ﾄﾝ



10 

 

図表13 古紙を燃えるごみとして排出している割合 

 
出典：「福岡市ごみ減量・リサイクルに関する市民意識調査」（2019年度） 

 

   イ プラスチックごみ（図表11，14～15参照） 

〇 可燃ごみには，約５万８千トンのプラスチックごみが含まれています。 

○ プラスチックごみの内訳としては，レジ袋が約６千トン，ペットボト

ルが約２千トン，その他の容器包装が約３万５千トンとなっています。 

○ レジ袋については，2020年７月の有料化義務化前に福岡市が実施した

調査によると「レジ袋は必要，今のままでよい」と回答した割合は大幅

に減少しており，市民意識の変化がみられています。 

〇 そのため，不要な物を断る「リフューズ」の推進や適正分別の周知徹

底を図るとともに，代替素材の普及促進を含めたプラスチックごみの処

理のあり方について，整理が必要です。 

 

図表 14 家庭系プラスチックごみの組成（2019年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ペットボトル

2.2千ﾄﾝ 包装用ビニール

1.6千ﾄﾝ

レジ袋

5.7千ﾄﾝ
発泡トレイ

１千ﾄﾝ

製品プラスチック

1.3万ﾄﾝ

その他の容器包装

3.5万ﾄﾝ
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図表15 レジ袋削減に向けた必要な取組み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：「福岡市ごみ減量・リサイクルに関する意識調査」（2009年度） 

     「福岡市ごみ減量・リサイクルに関する市民意識調査」（2019年度） 

 

   ウ 食品廃棄物（図表11参照） 

〇 家庭ごみには約８万トンの食品廃棄物が含まれており，そのうち約１

万トンが食品ロス（手つかず食品）となっています。 

〇 そのため，発生抑制を促す施策の強化やフードドライブに関する認知 

度の向上，生ごみ堆肥化等の推進が必要となります。 

 

エ 地域集団回収等（図表16，17参照） 

〇 福岡市では地域集団回収による資源物の回収を推進しており，報奨金

制度の見直し等により実施団体数や実施回数は増加していますが，回収

量は新聞の発行部数の減少などにより減少しています。 

〇 年齢別の利用状況では年齢が上がるほど利用率が高く，若者世代の認

知度が低くなっています。 

〇 一方で，2018年度に実施団体に行ったアンケート調査によると，少子

高齢化により４分の１の団体が担い手不足と回答しています。 

〇 そのため，担い手不足への対応や若年世代の利用率向上が課題となっ

ています。 

 

図表 16 地域集団回収の実施状況の推移 

 2009年度 2019年度 増減 

実施団体数 1,480団体 1,540団体 60団体 

実施回数 13,471回 14,495 回 1,024回 

回収量 27,938トン 16,201トン ▲11,737 トン 
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図表17 地域集団回収の利用状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：「福岡市ごみ減量・リサイクルに関する市民意識調査」（2019年度） 

 

  ② 事業系ごみ 

ア 古紙（図表18～20参照） 

〇 事業系ごみには資源化可能な古紙が約 6.3 万トン含まれており，その

うち約5.3万トンが雑がみです。 

〇 古紙の資源化が進まない理由として，雑がみの認知度が低いことや保

管場所の確保が困難なことが挙げられます。 

〇 また，福祉業では紙類の約８割が紙おむつであり，超高齢社会の到来

により，今後も増加が見込まれます。 

〇 保管場所の確保については，2020 年 10 月開始の事業系古紙の分別区

分追加に合わせて排出事業者に対する支援を実施していますが，古紙の

更なる資源化のためには「雑がみ」回収の認知度向上や分別しやすい仕

組みの導入，紙おむつの資源化に向けた課題の整理が必要です。 

 

図表 18 事業系可燃ごみの組成（2019年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資源化可能な古紙

6.3万ﾄﾝ

（雑がみ5.3万トン）

資源化困難な古紙

3.8万ﾄﾝ

プラスチック類

5.4万ﾄﾝ

食品廃棄物

6.1万ﾄﾝ

その他

2.3万ﾄﾝ
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図表19 雑がみをリサイクルしていない理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：「福岡市ごみ減量・リサイクルに関する事業所調査」（2019年度） 

 

 

 

図表 20 業種別（福祉業）可燃ごみ組成（2019年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   イ 食品廃棄物（図表18，21参照） 

〇 事業系ごみには，食品廃棄物が約６万トン含まれているが，市内の資

源化施設(飼料化)の処理能力は約１万トンであり，十分ではありません。 

〇 福岡市では資源化ルートへの誘導を行い，資源化量は増加しています

が，処理コストが高いことから，取り組む事業者は限定的です。 

〇 小売業では食品廃棄物の割合が高く，その中でも手つかず食品が多く

なっています。 

〇 そのため，業種別の対策やフードバンクの活用，効率的な収集ルート

の構築，新規資源化施設誘致に関する施策が必要になります。 

紙類合計 

61.7パーセント 

紙おむつ

48.8％

資源化困難な古紙

7.8％

食品廃棄物

21.1％

プラスチック類

9.9％

その他

7.3％

資源化可能な古紙

5.1％
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図表21 業種別（小売業）可燃ごみ組成（2019年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 事業用建築物（図表22，23参照） 

〇 戸別訪問による指導や事業者の意識の向上等により特定事業用建築物
6におけるごみの発生量は減少しています。 

〇 一方で，特定事業用建築物以外の中小事業者においては，ごみ量や資

源化量が把握できていないという課題があります。 

〇 そのため，更なる減量意識の向上に向けて，戸別訪問による指導を強

化するとともに，各事業者が自ら排出しているごみに関する意識の向上

が必要です。 

 

図表22 特定事業用建築物における資源化量・処分量の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                       
6 特定事業用建築物：事業の用途に供される部分の床面積の合計が1,000平方メートルを超える建

築物。福岡市廃棄物の減量及び適正処理等に関する条例により，当該建築物における事業系一般廃

棄物の減量を推進するため，廃棄物の減量等に関する計画書の提出等が義務付けられている。 
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図表 23 事業者におけるごみや資源物排出量の把握状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：「福岡市ごみ減量・リサイクルに関する事業所調査」（2019年度） 

 

   エ 搬入種別（図表24参照） 

〇 許可業者による搬入量は事業系ごみの定期収集手数料の減免廃止7や

特定事業用建築物への指導等により減少傾向です。 

〇 自己搬入による搬入量は住宅の増改築等による産業廃棄物が増加傾向

でしたが，市外に所在する事業者による産業廃棄物の搬入規制や木くず

の資源化施設への誘導により，2019年度は減少しています。 

〇 今後も，排出者責任と適正処理に関する指導の強化や民間施設（産業

廃棄物・資源物）への誘導強化が必要です。 

 

図表24 事業系ごみ搬入量の推移（搬入種別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                       
7 事業系ごみの定期収集手数料の減免廃止：排出事業者が一般廃棄物収集運搬許可業者に委託する

際のごみ処理手数料については，中小零細事業者の負担軽減の観点から，処分経費を50パーセン

ト減免していたが，排出事業者の自己責任の明確化及びごみ減量・リサイクルを促進するため，

2011年度から段階的に廃止した。 
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⑵ 前計画策定後の状況変化 

〇 人口の増加や経済状況などの社会状況が想定以上に大きく変化しました。 

〇 ＳＤＧｓ採択，第五次環境基本計画（平成30年４月17日閣議決定）の策

定など，国等において，総合的かつ長期的な政策の方向性が決定しました。 

 

図表25 実績人口と前計画の推計人口 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表26 前計画策定後の環境政策の動向 

年度 主な動き 

2011 新循環のまち・ふくおか基本計画策定 

2014 福岡市環境基本計画（第三次）策定 

2015 
国連サミットにて「持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）」採択 

パリ協定採択 

2018 
第五次環境基本計画策定 

第四次循環型社会形成推進基本計画策定 

2019 

プラスチック資源循環戦略策定 

食品ロスの削減の推進に関する法律施行 

パリ協定に基づく成長戦略としての長期戦略 

2020 レジ袋有料化義務化 
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 ⑶ 前計画では見込まれていない新たな課題 

〇 福岡市では，今後も人口が増加し，2035 年（令和 17 年）頃に 165.2 万人

のピークを迎える見通しです。 

〇 今後も観光・ＭＩＣＥによる交流人口の増加が見込まれます。 

〇 好調な経済状況により，事業所数及び市内総生産額は増加傾向を示してい

ます。 

〇 前計画では想定していないプラスチックごみや食品ロスといった新たな

課題に対応する必要があります。 

 

図表27 福岡市の実績人口と将来推計人口 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 28 福岡市における客室数，入込観光客数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：「福岡市観光統計」 
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図表 29 福岡市における事業所数，市内総生産の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：「福岡市市民経済計算」，「福岡市税務統計」 
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第３章 計画の基本的事項（長期ビジョン） 

１ 計画期間  

 ○ 計画期間は 2021 年度（令和３年度）から2030 年度（令和12年度）までの

10年間とします（基準年度：2019年度（令和元年度））。 

○ 本計画で示した 10 年間の長期ビジョンに基づく施策を推進するため，５年

間毎に具体的な施策を定める実行計画を策定し，変化の激しい社会状況に対応

した施策を展開します。 

図表30 計画の構成 

 
 
 

 

 

 
 

【実行計画策定の趣旨】 

 前計画の策定から 10 年近くが経過する中，福岡市では人口や事業所数の増加を始め，社会

状況は大きく変化しました。本計画では今後も続く都市の成長や社会状況の変化に対応するた

め，実行計画にて５年毎に具体的な施策を定めることとします。 

主な社会状況の変化 

・中国，韓国を中心としたインバウンドの増加 

・国家戦略特区を活用したスタートアップ都市づくりの推進や天神ビックバン，博多コネクテ 

ィッド等による新たな空間と雇用，賑わいの創出，ＭＩＣＥ機能の強化 

・超高齢社会の到来 

・頻発する自然災害やパンデミック，気候変動への対応 

 
２ テーマ・基本方針  

 ⑴ テーマ 

   福岡市環境基本計画（第三次）のめざすまちの姿「豊かな自然と歴史に育ま 

れ，未来へいのちつなぐまち」の実現に向けた部門別計画として，次のテーマ 

を掲げ，「福岡式循環型社会システムの構築」を推進します。 

 

 

・福岡市に関わる全てのステークホルダーの参画を目指します 

・持続可能な社会を実現し，安全・安心な生活環境を将来世代に受け継ぎます 

  ・地域循環共生圏の形成により地域の活力が最大限に発揮される都市を目指し

ます 

⑵ 基本方針 

  ① 基本方針 

○ テーマの実現に向けて，次の４つの基本方針に基づく施策を推進します。 

○ 基本方針ごとに主となるＳＤＧｓのゴールと関連するゴールを設定し 

 ます。 

みんなでつくろう！ 活力ある未来へつなぐ 「循環のまち・ふくおか」 

2021年度
（令和３年度）

2025年度
（令和７年度）

2030年度
（令和12年度）

第１期実⾏計画
評価・検証

第２期実⾏計画
策定

基本計画
評価・検証

次期基本計画
策定

第５次福岡市⼀般廃棄物処理基本計画（10年間）（⻑期ビジョン）

第１期実⾏計画（５年間） 第２期実⾏計画（５年間）
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基本方針１ 都市特性を踏まえた循環型社会づくり 

 

循環型社会の実現に向けて，第３次産業中心の「商業都市」として，環境配 

  慮型商品の普及を進めるとともに，「アジアの交流拠点都市」として，福岡市 

を訪れる人々が自然に３Ｒ行動を実践しやすい環境を整備します。 

 

主なゴール 

（関連するゴール：12，14，15） 

 

【施策の方向性】 

〇 環境配慮型商品の更なる普及・促進【共働】 

バイオマスプラスチックや生分解性プラスチックといった代替素材の普 

及やグリーン購入を促進します。 

〇 交流人口をターゲットとした３Ｒの推進【共働】 

  駅，空港，宿泊施設，飲食店といった施設の特性に応じた３Ｒ施策を推進 

します。 

〇 単身者高齢世帯等の多様なライフスタイルに対応した資源循環の推進【共働】  

  単身者や高齢世帯に対応した資源物回収や外国人居住者向けの多言語で

の広報など多様なライフスタイルに対応した資源循環施策を推進します。 

 

【現在の主な事業】 

事 業 概 要 

地域清掃活動へのバイオマスプラ

スチック製ごみ袋の配布 

代替素材の普及促進を目的に地域清掃活動で使用す

るごみ袋にバイオマスプラスチックを30％配合 

グリーン購入の推進 
福岡市グリーン購入ガイドラインに基づき，環境物

品等の調達を推進 

事業所ごみ減量再資源化指導 
特定事業用建築物の所有者等にごみ減量・リサイク

ルを指導 

福岡エコ運動の推進 

飲食店などでの食品廃棄物の発生抑制を推進するた

め，福岡エコ運動を実施し，運動に賛同する飲食店

等を登録，市ホームページにて紹介 

単身世帯用マンションにおける古

紙回収事業 

単身世帯向けマンションにおける古紙の資源化を推

進するため，マンション管理会社と共働で古紙回収

モデル事業を実施 

ＱＲコードを活用したごみ出しル

ールの情報提供 

外国人居住者へごみ出しルールを分かりやすく伝え

るため，１つのＱＲコードで10種類の言語に対応し

た案内サービスを実施 
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基本方針２ イノベーションとコミュニティによる地域循環共生圏8の創造 

 

  産学官連携によるイノベーションの創出やＮＰＯ等も参加した多様なコミ 

ュニティによる取組みによって，地域の活力を最大限発揮します。 

 

主なゴール 

（関連するゴール：８，９，12，14，15） 

 

【施策の方向性】 

〇 設計段階からの環境配慮型商品の開発支援【共働】 

    環境配慮型商品の普及を目的に設計段階からの開発支援を進めます。 

〇 ＩＣＴ・ＡＩを活用したシェアリング9等の２Ｒビジネス10の促進【共働】 

    ＩＣＴ・ＡＩを活用した２Ｒビジネスの普及促進や事業活動における循環 

型経済モデル11の導入を進めます。 

〇 多様なコミュニティによる都市と自然が調和した資源循環の確立【共働】 

    地域コミュニティや事業者，ＮＰＯなどの多様な主体による資源循環を推 

進します。 

    

【現在の主な事業】 

事 業 概 要 

ＩＣＴ・ＡＩを活用し

た食品ロス削減 

需要予測システムやフードシェアアプリなどを活用し，食品関連

事業者の食品ロス削減に向けた取組みを支援 

地域集団回収等報奨制

度 

地域集団回収等実施団体に回収量等に応じた報奨金を交付し，回

収活動を促進 

拠点での資源物回収 市民に身近な場所に資源物回収拠点を設置し，資源物回収を実施 

事業系食品廃棄物リサ

イクル推進事業 

市内のリサイクル施設を活用したリサイクルルートの構築や排出

事業者に対する食品廃棄物リサイクルの周知・広報を実施 

生ごみリサイクル促進

事業 

菜園にて生ごみ堆肥の作り方や堆肥の使い方を学ぶ市民講座や段

ボールコンポストの使い方を学ぶ座学講座を実施 

                                                       
8 地域循環共生圏：第五次環境基本計画にて示された環境・経済・社会の統合的向上に向けて，各

地域が地域資源を最大限活用しながら，自立・分散型の社会を形成しつつ，地域特性に応じて，近

隣地域等と共生，地域資源を補完し支えあうことにより，都市も農山漁村も活かす概念。 
9 シェアリング：個人等が保有する活用可能な資産等（スキルや時間等の無形のものを含む。）を

インターネット上のマッチングプラットフォームを介して，他の個人等も利用可能とする経済活性

化活動。サーキュラーエコノミーの類型の１つ。 
10 ２Ｒビジネス：シェアリングやリユース，サービサイジング（製品のサービス化）といった２Ｒ

（リデュース（発生抑制），リユース（再使用））に繋がるビジネスモデルのこと。 
11 循環型経済（サーキュラーエコノミー）：従来の「大量生産・大量消費・大量廃棄」の線形な経

済活動から製品と資源の価値を可能な限り長く保全・維持し，廃棄物の発生を最小化した経済のこ

と。 
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基本方針３ 持続可能なライフスタイルとビジネススタイルへの転換 

 

   持続可能な社会の実現に向けて，３Ｒを実践するライフスタイルやビジネス 

スタイルへの転換を促進します。 

 

主なゴール 

（関連するゴール：２，３，４，11，17） 

 

【施策の方向性】 

〇 持続可能な消費行動への転換【市民】 

    持続可能な消費行動への転換を進めるため，マイバック・マイボトルの利 

用や持続可能な消費12を促進します。 

〇 手つかず食品，食べ残しなどによる食品ロスの削減【市民・事業者】 

    食品ロスのを削減するため，家庭や事業活動における取組みを推進します。 

〇 事業系古紙の資源化推進【事業者】 

    事業系古紙の資源化を推進するため，雑がみの認知度向上や紙おむつの資 

源化に向けた課題の整理を行います。 

〇 ＥＳＧ投資13の普及・促進【事業者】 

    地域金融機関との連携により，ＥＳＧ投資の普及・促進を進めます。 

〇 ファンドの活用【行政】 

    環境市民ファンドや事業系ごみ資源化推進ファンドを活用し，ごみ減量・

リサイクルを推進します。 

 

【現在の主な事業】 

事 業 概 要 

３Ｒ啓発推進事業 
３Ｒの内容を市民に周知し，日常生活の具体的行動につ

ながる広報啓発を実施 

フードバンク活動推進事業 
未利用食品を有効利用し，食品を必要とする団体等へ提

供するため，フードバンク活動等への支援を実施 

事業系一般廃棄物資源化施設の

整備支援事業 

資源化事業者の進出意欲を高めるため，事業系ごみ資源

化推進ファンドを活用し，施設整備に対する支援を実施 

 

                                                       
12 持続可能な消費（エシカル消費）：地域の活性化や雇用なども含む人や社会・環境に配慮した消

費行動。 
13 ＥＳＧ投資：環境・社会・企業統治といった要素を含めて投資先の中長期的な企業価値を考慮す

る投資。2006年に国連環境計画・金融イニシアティブが責任投資原則（ＰＲＩ）を提唱し，投資に

あたりESGの配慮を求めており，これを機にＥＳＧ投資が欧米を中心に急速に拡大した。 
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基本方針４ 適正処理の更なる推進 

 

   平時から事故・災害時まで一貫して安全を確保できる処理体制を構築すると 

ともに，廃棄物処理過程における脱炭素化や陸域でのプラスチック回収によ 

る海洋プラスチック対策を推進します。 

 

主なゴール 

（関連するゴール：６，７，９，11，14，15，17） 

 

【施策の方向性】 

〇 適正処理に向けた基盤整備の推進【行政】 

   一般廃棄物及び産業廃棄物の適正処理を推進するとともに，新型コロナウイ

ルス感染症などの感染症対策として，廃棄物処理事業における業務継続計画の

継続的な見直しや感染性廃棄物への対応を行います。 

〇 大規模災害等に対応できる廃棄物処理体制の構築【行政】 

  災害廃棄物処理体制の検討や大規模災害に対応できる施設整備，広域支援体 

制の構築を行います。 

〇 廃棄物処理における温室効果ガス排出量削減の推進【行政】 

脱炭素社会を推進するため，収集運搬及び処理工程における温室効果ガス排 

出量の削減を推進します。 

〇 海洋プラスチック対策，不法投棄対策の推進【共働】 

良好な生活環境を保全するため，海洋プラスチックごみ対策や不法投棄対策 

を推進します。 

 

【現在の主な事業】 

事 業 概 要 

自己搬入ごみに対する搬入物検査 処理施設への自己搬入者に対する搬入物検査を実施 

新型コロナウイルス感染症対策 
マスク等のごみ出し方法に関する周知や廃棄物処理

事業における業務継続計画を策定 

災害廃棄物対策 
災害廃棄物処理計画を策定するとともに，各種相互

支援協定により広域支援体制を構築 

ごみ焼却熱の有効利用 
ごみの焼却熱を利用して発電し，処理施設や周辺施

設で利用するとともに余剰電力を電力会社に送電 

地域ぐるみ清掃推進事業 

ラブアース・クリーンアップ事業 

地域ぐるみ清掃への支援や市民・企業・行政が協力

して行う海岸・河川等の一斉清掃「ラブアース・ク

リーンアップ」を実施 

不法投棄対策 
パトロール等による監視，地域団体への支援，市民

啓発，関係機関との連携により不法投棄対策を実施 
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② 重点３品目 

    本計画ではごみ減量・リサイクルの更なる推進を目的に可燃ごみ組成の上 

位３品目である古紙，食品廃棄物，プラスチックごみの３種類のごみを重点 

３品目と位置付け，重点的に減量施策を実施します。 

 

【施策の方向性】 

古紙 

・ペーパーレス化の推進 

・民間事業者へのグリーン購入の普及・促進 

・地域特性に応じた地域集団回収のあり方検討 

・事業系古紙の資源化促進 

プラスチックごみ 

・業界団体と連携したバイオマスプラスチックの 

 普及・促進 

・産学官連携による環境配慮型商品の開発支援 

・マイバック・マイボトルの普及・促進 

・プラスチックごみ処理のあり方検討 

・事業者の地域清掃活動への参加促進 

食品廃棄物 

・駅，空港，宿泊施設等の施設特性に応じた発生抑 

制の推進や資源化推進モデル事業 

・多様な主体との連携による資源化の取組み支援 

・消費期限等の理解促進，フードドライブの推進 

・事業系食品廃棄物の資源化推進 

 

 

【現在の主な事業】 

事 業 概 要 

雑がみ回収の促進 
雑がみ回収促進袋の配布により，雑がみの認知度向

上及び回収を促進 

資源物回収場所早わかりマップの

周知 

校区毎に資源物回収場所を分かりやすく情報提供す

るため，資源物早わかりマップを配布するとともに

ＷＥＢ上でも情報提供を実施 

Fukuokaいーとプロジェクト 
使い切りレシピの情報提供や親子体験教室，食品ロ

スの削減に関する出前講座を実施 

リフューズの実践行動の推進 
レジ袋など不必要なものを断るリフューズの実践行

動によるワンウェイプラスチックの削減を推進 

マイボトルの利用促進 

公共施設への給水スポットの設置などによりマイボ

トルの利用を促進し，ワンウェイプラスチックの削

減を推進 
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３ 数値目標  

 ○ 本計画では，持続可能な社会を実現し，安全・安心な生活環境を将来世代に

受け継ぐため，ごみ処理量の削減を数値目標とします。 

 ○ 家庭ごみ及び事業系ごみの減量を進めるため，家庭ごみは市民１人１日あた

りごみ処理量（家庭ごみ原単位）14，事業系ごみは１事業所１日あたりごみ処

理量（事業系ごみ原単位）15を数値目標とします。 

  

【数値目標】 

年 度 

項 目 

2019年度 

（基準年度） 

2025年度 

（中間目標） 

2030年度 

（目標年度） 

ごみ処理量 56.5万トン 

（原案にて設定） 家庭ごみ原単位 501ｇ／人・日 

事業系ごみ原単位 13㎏／所・日 

 

 

 

図表31 ごみ処理量の見通し（一次推計16） 

 

 
 家庭ごみ原単位  家庭ごみ原単位  家庭ごみ原単位  

 501.1ｇ/人・日  500.4ｇ/人・日  500.1ｇ/人・日  

 

                                                       
14 家庭ごみ原単位における人口は各年度の10月１日時点推計人口とする。 
15 事業系ごみ原単位における事業所数は各年度の法人市民税調定額における法人数とする。 
16 一次推計：現行のごみ減量施策を継続した場合のごみ処理量の推計。 
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４ 取組指標  

 ○ 数値目標のほか，基本方針に基づく施策及び重点３品目に対する施策の効果

を多面的に把握するため，次の取組指標を設定します。 

 ○ 食品ロスについては，食品ロス削減法に基づく食品ロスの削減の推進に関す

る基本的な方針（令和２年３月31日閣議決定）を踏まえ，指標を設定します。 

 ○ プラスチックごみについては，プラスチック資源循環戦略を踏まえ，指標を

設定します。 

 

【取組指標】 

年 度 

項 目 

2019年度 

（基準年度） 

2030年度に 

目指す姿 

基本方針１ 

（原案にて設定） 

基本方針２ 

基本方針３ 

基本方針４ 

古紙 

食品廃棄物 

プラスチック

ごみ 

 

 


